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1．イントロダクション
昨今，業績評価研究やマネジメント・コントロー
ル・システム（Management Control System；以下
MCS）研究においては，システムの設計要因といっ
た構造的特性よりもむしろ，システムの利用方法と
いったプロセス的側面に対して，より大きな研究焦点
が向けられるべきであると考えられている（Berry et
al., 2009 ; Langfield-Smith, 1997 ; Stringer, 2007 ; Tucker
et al., 2009）。プロセス的側面に関心を持つ研究では，
どのように業績評価システムが利用されているのか，
淡々と記述／説明するというよりもむしろ，特定のフ
レームワークや理論に基づいて解釈がなされたり，特
定の利用方法と組織構造，文化，戦略などのコンテク
スト要因あるいは成果との構造的関係性について実証
的に検討されたりしている。こうしたなか，特に注目
されることの多い概念が Simonsによって提唱された
インターラクティブ・コントロール（Interactive Con-
trol）である。
Anthony（1965）に代表される伝統的なマネジメン
ト・コントロールは，戦略の確実な実行を意図し，当
初の期待と実績との差異を最小化しようとするコント
ロールである。それに対して，インターラクティブ・
コントロールは，サーモスタットと揶揄される伝統的
なコントロールとは異なり1），新たな戦略の形成／創
発を状況に応じて可能にしたり，イノベーションを促
進したりするといった効果が期待されている。そのた
め，業績評価システム，アメーバ経営，原価企画，予
算管理，プロジェクト・マネジメント・システムなど
さまざまな管理会計システムがインターラクティブ・
コントロール概念と関連づけて研究されてきた。その
一方で，革新的な管理会計手法の登場によっても，イ
ンターラクティブ・コントロールへの役割期待は高め
られた。たとえば，BSCの登場とその進展は，戦略
の修正やダブル・ループの学習といったMCSの役割
をより強調させることになった（JazayeriandScapens,＊ 専修大学商学部准教授
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2008 ; Kaplan and Norton, 2001 ; Marginson, 2002 ;
Mooraj et al., 1999 ; Nørreklit and Mitchell, 2007）2）。
しかしながら，先行研究において，インターラク
ティブ・コントロールというコントロール概念は必ず
しも明確な同意の得られた形で取り扱われていない。
たとえば，Simonsの記したインターラクティブ・コ
ントロールの構成要素の一部のみが抜き出され検討さ
れることも比較的多い。また，インターラクティブ・
コントロールという概念自体が，戦略の創発やイノ
ベーションの創出といった変化を促進する効果を有す
るコントロール概念として妥当であるのかは十分な検
証を受けてきたとはいえない。インターラクティブ・
コントロールはフィールド・スタディより帰納的に抽
出されたコントロール概念であるが，文化や組織の違
いなどはほとんど考慮されることなく，あらゆる国籍
の企業のMCSの説明や有用性の判定に適用されてい
る。
こうした現状は，インターラクティブ・コントロー
ル概念をより不明確にしてしまい，研究が適切に蓄積
されない危険性を示唆している。そこで本論文では，
これまでインターラクティブ・コントロールがどのよ
うに捉えられてきたのか，構成概念とその操作的定義
を中心に先行研究を整理検討し3），今後の研究課題を
明らかにしたい。
本研究の構成は以下の通りである。第 2節では，Si-
monsがインターラクティブ・コントロールを提唱す
るに至った背景を明らかにし，インターラクティブ・
コントロールのプロセスについて Simonsの一連の研
究とともに概略する。第 3節ではインターラクティ
ブ・コントロールの理論的定義と操作的定義を中心に
先行研究の検討を行う。第 4節では若干広義の観点か
ら今後の研究課題についてまとめる。
2．インターラクティブ・コントロール概念提唱
の背景とコントロール・プロセス
コンティンジェンシー理論が組織論の領域において
展開されると，全ての状況において全ての組織に同じ
ように適用できる普遍的な会計システムが存在しない
ために，管理会計研究にもコンティンジェンシー・ア
プローチが適用された（Otley, 1980）。当初，技術，
組織構造，タスク環境，環境不確実性などのコンティ
ンジェント変数とMCSとの関連性が検証されていた
が，80年代以降になると，戦略といった新たな変数
が追加された（Chenhall, 2003）。具体的には，戦略ポ
ジション（Porter, 1980），戦略類型（Miles and Snow,
1978），戦略ミッション（Gupta and Govindarajan,
1984），製品イノベーション（MillerandFriesen,1982）
といった戦略変数とMCSとの関連性が検証されてき
た。これらの分析は，異なる戦略のもとで有効な
MCSの特徴を識別したが，得られた経験的証拠は断
片的で，ときおりコンフリクトを起こすものもあっ
た4）（Langfield-Smith, 1997）。こうしたコンティン
ジェンシー理論によって説明できない要素を新たなコ
ントロール概念5）によって説明可能にしたのが Simons
の一連の研究であった。
Simons（1987a）は，Miles and Snow（1978）の戦
略類型に基づき，企業を攻撃型と防衛型に分類し，こ
の二つのグループ間でMCSが異なるのかどうか，イ
ンタビューと質問票調査によって収集されたデータを
用いて分析を行った。こうした分析を行う背景には，
イノベーションと管理コントロールが本当に共存でき
ないのか，あるいは不確実な環境に直面している企業
ほど洗練されたコントロールを用いるのかといった研
究疑問があった。ただし，どのようなコントロールが
特定の状況において望ましいのか仮説を設定できるほ
ど理論が十分に発展していないということから，攻撃
型と防衛型によって会計的なコントロール・システム
の属性に違いがあるのかどうかが検証された。
コンティンジェンシー理論の命題によれば，攻撃型
の企業は有機的組織の特徴，防衛型の企業は機械的組
織の特徴を有しているはずだが，予算目標のタイトネ
ス，業績モニター，パフォーマンスの関係性について
の分析結果は，この命題のみでは十分に説明できるも
のではなかった6）。こうした矛盾7）は，Simons（1987
b）において見出された新たなコントロール概念に
よって部分的に説明されることになる。
Simons（1987b）は，洗練された製品技術，多様化
した製品ポートフォリオ，優れたコミュニケーショ
ン・ネットワークを持つ企業（Johnson & Johnson社）
において，計画とコントロール・システムがどのよう
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に利用されているのか調査し，インターラクティブ・
コントロールとプログラムド・コントロールという二
つのコントロールを見出した。
プログラムド・コントロールは，規定されたコント
ロール手続きが部下によって設定／維持されることを
保証するのにマネジャーが注意を払うコントロールで
あるのに対して，インターラクティブ・コントロール
は，マネジャーが進行中の意思決定活動をモニターお
よび介入するために積極的に利用する計画とコント
ロールの手続きである。Johnson＆Johnson社では，
長期計画と財務計画が，全階層のマネジャーのコミッ
トメント／関与，討論，挑戦，厳しいモニタリング，
新たな行動の創出といった特徴を有しており，イン
ターラクティブ・コントロールとして利用されてい
た。また，財務計画のインターラクティブ利用が予算
やそれに対するコミットメントを修正させる可能性が
あるので，主観的な報酬決定が望ましかった。主観的
に報酬が決定されることで，管理者は積極的に環境変
化に関する情報を提供するようになり，努力を示すた
めに変化する環境に対して自らの行動と計画に焦点を
当てた提案を積極的に行うようになるからである。こ
の主観的な報酬決定が機能するためには，上位者は，
競争的企業環境，潜在的機会，制約について変化を知
らなければならないことから，情報共有と組織的学習
が強化されると指摘している。
そして，こうした会計ベースの手続きに組み込まれ
た，下記の六つの特徴が識別されている。
①情報を用意したり解釈したりするのにスタッフの
専門家は限定的な役割しか果たさない。
②組織の全ての階層の業務マネジャーの頻繁で規則
的な注意を要する。
③上司，部下，同僚による，面と向かった会議体
で，データが解釈／議論される。
④そのプロセスによって生み出される情報が，上層
部によって示される重要なアジェンダである。
⑤そのプロセスが根底にあるデータ，想定，行動計
画についての継続的な挑戦と議論に依っている。
⑥そのプロセスは結果よりもむしろ努力によって報
いられる。
Johnson & Johnson社の調査において見出された新
たなコントロール概念は，さらなるフィールド・スタ
ディを通じて，概念が精緻化されていくことになる
（Simons, 1990, 1991, 1994）。以下では，それら研究の
概要について，簡単に確認しておくことにしよう。
Simons（1990）は，同一業界に属する競合企業 2
社のトップマネジャーによるMCSのインターラク
ティブ利用のプロセスを記述することで，戦略の実行
のみならず策定に対してもMCSは重要であると主張
している。Mintzberg（1978）の戦略の分類に依拠
し，MCSと戦略との関係についての伝統的見解を拡
張し，新たな戦略の創発に貢献するコントロールとし
て，インターラクティブ・コントロールの位置づけが
明確にされている。それに伴い，限られた注意力，戦
略的不確実性，組織学習といったインターラクティ
ブ・コントロールに関連した概念が記され，特定の
MCSがインターラクティブに利用されるという選択
がどのようにして行われるのか，そして，インターラ
クティブなMCSの利用がどのように戦略の創発に繋
がるのかが説明されている。このダイナミックなプロ
セスは次のように説明される（図 1）。
トップの注意力は有限であり希少資源であるため
に，彼らは自らがモニターする活動をランクづけす
る。そうすることで，彼らは戦略的不確実性に関心を
向けることができる。戦略的不確実性とは，「企業目
標を達成するためにトップマネジャーが個人的にモニ
ターしなければならないと信じている不確実性」と定
義される。そのため，たとえ同一業界に属している企
業であっても，戦略やトップが異なれば，同じ戦略的
不確実性が識別されるとは限らない。Simons（1990）
のリサーチサイトであった 2社も，潜在的な不確実性
は同一ではあるが，追求される「当初に意図した戦
略」が大きく異なっており，トップマネジャーがモニ
ターしていた戦略的不確実性は異なっていた。
そして，戦略的不確実性を個人的にモニターするた
めに，トップマネジャーはインターラクティブに利用
するMCSを選択することになる8）。あるMCSが戦略
的不確実性に関する情報を収集／醸成するのであれ
ば，そのシステムがインターラクティブに利用される
可能性は高まる。
この選択は，組織メンバーに，何がモニター／探索
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されるべきなのか，どんな情報が収集されるべきなの
か，そして新たなアイデアはどこでテストされ，どこ
に提案されるべきなのか，シグナルを送る。このシグ
ナルが対話や議論を通じた組織学習を活性化させ，新
たな戦略や戦術が創出することになる9）。
こうした知見に基づき，Simons（1987a）の分析結
果について，次のように説明を加えている。攻撃型の
企業は急速に変化する製品や市場条件に関連した戦略
的不確実性に直面している。これらの急速な変化のな
かで戦略や行動計画について議論をするためのアジェ
ンダを設定するのに，計画や予算などのMCSがイン
ターラクティブに利用される。対して，防衛型の企業
では，現行の低コストのポジションを台無しにしてし
まう製品や技術的な変化に関連した戦略的不確実性の
みに焦点を当てればよいので，計画や予算を攻撃型ほ
ど積極的に利用する必要はないとされる。
Simons（1991）は，米国のヘルスケア製品業界 16
社の 30の事業ユニットを対象としたフィールド・ス
タディより，インターラクティブ・コントロール概念
をさらに精緻化している10）。具体的には，さまざまな
戦略的コンテクストのもとでの公式的システムのイン
ターラクティブ利用に焦点を当てることで，Simons
（1990）において指摘された，インターラクティブに
利用されるシステムの選択に関する議論を深め，関連
する三つの命題を提示している。その命題は，トップ
マネジャーが明確な戦略的ビジョンを有しているのか
どうかによって，インターラクティブ・コントロール
として利用されるシステムの選択が影響を受けること
を示唆するもので，以下の内容である。
競争的な環境下において，明確な戦略的ビジョンを
有している際には，製品市場内での技術的依存度，価
値連鎖の複雑性，競合企業による戦術的反応の容易さ
がそれぞれ，インターラクティブ・コントロール・シ
ステムの焦点，インターラクティブに利用される指標
のタイプ，導かれる意思決定の時間的長短というイン
ターラクティブ・コントロールとしての設計変数に影
響を及ぼしている。一方，明確なビジョンを有してい
ても，保護された市場環境のもとでは，規制や市場保
護がインターラクティブ・コントロール・システムの
焦点に大きく影響を与えている。いずれにしても，明
確な戦略的ビジョンを有したトップマネジャーは一つ
のMCSをインターラクティブに利用することを選択
していた（命題①）。
こうした明確なビジョンが存在する場合とは対照的
に，短期的危機に陥っている状況（進化的ではなく革
命的な変化）では，戦略的不確実性はまさに「どのよ
うに変化し，生き残るのか」であり，明確なビジョン
は欠如している。こうした状況下では，トップマネ
ジャーは複数のコントロール・システムをインターラ
クティブに利用していた（命題②）。また，危機的状
況に陥っていないにもかかわらず，戦略的ビジョンが
欠如している（あるいは戦略的ビジョンを創出する緊
急性がある）場合には，どのコントロール・システム
もインターラクティブには利用されていなかった（命
題③）。
こうして精緻化が試みられてきたインターラクティ
ブ・コントロールは，Simons（1994）において，よ
り体系的なMCSのフレームワークのなかで位置づけ
られる。
Simons（1994）は，10名の新任のトップマネ
図 1 インターラクティブ・コントロールのプロセス
（出所；Simons（1990）p.138．）
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ジャー（事業部長もしくは子会社社長）に対する長期
継続的な調査を通じて，戦略的変化を促進／支持する
にあたって，公式のMCS（組織活動のパターンを維
持あるいは変更するためにマネジャーによって使用さ
れる情報に基づく公式のルーティンや手続き）を彼ら
がどのように利用しているのかを明らかにした。この
分析のために提示されたフレームワークが，それぞれ
相互に関連し合う四つのコントロール・レバー（イン
ターラクティブ・コントロール，診断的コントロー
ル，境界システム，信条システム）である。
マネジャーによって認識される変化への要求という
属性から，戦略的転換（strategic turnaround）と戦略
的進化（strategic evolution）11）にサンプルが二分され
分析が行われたが，全てのケースにおいて，新任トッ
プマネジャーは戦略的変化を促進／支持するために
MCSを積極的に利用していた。具体的には，組織慣
性を克服し，新たな方向性を伝達し，その遂行タイム
テーブルと目標を構造化させ，インセンティブを通じ
て継続的注意を確保し，最後に戦略的不確実性に組織
学習の焦点を合わせるために，マネジャーがコント
ロール・システムを四つのそれぞれのレバーとして利
用していたことが記述される。インターラクティブ・
コントロールについては，トップマネジャーが新たな
ビジョンに関連する戦略的不確実性に組織学習の焦点
を当てるために利用するものであることが明確にされ
ている。
こうした公式的なコントロール・システムを中心と
した戦略のコントロール12）は，Simons（1995）におい
て著書という形でまとめられ，さらに，Simons
（2005）では，インターラクティブ・ネットワーク13）
として，水平的インターラクションも加味した内容へ
と変化を遂げている。
3．インターラクティブ・コントロール概念の構
成要素
Simonsの一連の研究によって，インターラクティ
ブ・コントロール概念が明確化されるにつれて，この
コントロール概念を適用した多くの経験的研究が行わ
れてきた。当初は，インターラクティブ・コントロー
ルの追試を意図した実証分析（谷，1991，1992）が行
われ，その後，インターラクティブ・コントロール概
念は特定の管理会計システムやMCSの利用方法を説
明する概念として注目されるようになった14）。
分析内容は，インターラクティブ・コントロールと
しての利用／選択に影響を及ぼす要因，戦略とMCS
の経時的プロセス，成果との関係といったように非常
に多岐にわたっている。当然ながら，こうした研究で
は，特定のシステムのインターラクティブ利用をどの
ように判断／測定するのかは非常に重要な問題であ
る。以下では，この点を中心に検討することにした
い。
定量的な先行研究において，インターラクティブ・
コントロールがどのように操作化されているのか，
「質問項目」，「操作化にあたっての参考文献」，「測定
時の注目点」，「対象のMCS」，「調査対象」，「分析方
法」についてまとめたものが表 1である。「参考文献」
の欄に示されるように，先駆的な研究である Aber-
nethy and Brownell（1999）やBisbe and Otley（2004）
が多くの先行研究において参照されている。ただし，
必ずしも一貫した方法によって操作化されているわけ
ではなく，それぞれ研究目的に応じて焦点が異なって
いる。
こうしたなか，Bisbe et al.（2007）15）は，インターラ
クティブ・コントロールの定義を丁寧に行い，「トッ
プマネジメントの積極的活用」，「業務マネジャーの積
極的活用」，「面と向かった挑戦／討論の浸透」，「戦略
的不確実性への集中」，「トップマネジメントによる現
場の自律性を阻害しない関与」という五つの特性（次
元）を指摘している。また，Mundy（2010）は，Si-
monsのコントロール・レバーを一貫した信頼できる
方法で観察できるように，属性，組織プロセスへの影
響，意図した組織的成果という三つの観点から各レ
バー概念を整理している。インターラクティブ・コン
トロールの三つの観点は次のように整理されている。
属性とは，フィードバックと測定システムの属性のこ
とで，「挑戦／討論のプロセス」，「上位マネジャーと
下位マネジャーによる規則的で徹底的な利用」，「統合
的なリエゾンツール」，「戦略的不確実性への焦点」，
「意思決定に対する促進的で非侵入的アプローチ」，
「上位マネジャーによる選択」から構成される。組織
175インターラクティブ・コントロール概念に関する一考察
表 1 インターラクティブ・コントロール概念の操作化
論者／雑誌＊ 測定方法（質問項目） 参考文献 測定時の注目点 対象のMCS 調査対象 分析方法
Abernethy
and
Brownell
（1999）
AOS
予算管理のインターラクティブ利用に関する下記の四つの質問に同意する程度（7点リカート）…一つの因子が抽出されること
を確認。分析には，下記の四つの質問の合計点を利用。
①予算情報を部門／クリニカル・マネジャーの現在の意思決定やアクションを疑問視し議論する手段として使用している。
②予算プロセスは継続的である（全ての階層のマネジャーから規則的に頻繁な注意を要する）。
③予算プロセスにおいてトップマネジメントと部門／ユニットマネジャーの多くのインターラクションがある。
④病院内で起こっている変化について同僚や部下と議論するために予算プロセスを使用している。
自院の予算管理の利用状況をよく表している文章を下記の二つから選択したダミー尺度と四つの質問によるスコアとの相関分析
より収束的妥当性確認。
（インターラクティブ・コントロール）
予算管理による情報は最も高い階層のマネジメントによって示される重要で循環的な議題である。予算プロセスは全ての階層の
マネジャーから規則的に頻繁な注意を必要とし，情報は部下や同僚との面と向かった会議において解釈／議論される。予算プロセ
スは，根底にあるデータ，想定，行動計画に関する継続的な挑戦と議論に依存している。
（診断的コントロール）
予算管理は既定された成果の達成を意図したプロセスであり，提供される情報は，行動もしくは成果が計画と一致しない場合
に，主にトップマネジメントに報告するために使用される。財務部門などの専門スタッフが，その情報を準備，解釈するのに中心
的な役割を果たす。データは公式手続きを経て報告され，トップ・マネジャーは例外時以外はあまりそのプロセスに関与しない。
Simons（1990，1991） ・トップの積極的活用
・マネジャーの積極的活用
・既存の前提を常に疑う手段
・面と向かった対話／議論
予算管理 オーストラリアの公立
巨大（200床以上）病
院の CEO（回収率 75
％，63名）
ANOVA，重
回 帰 分 析
（交互作 用
項）
Davilla
（2000）
AOS
不確実性を低減するための情報提供を目的としたMCSの設計と利用（報告される情報の詳細度，情報の更新頻度，情報の利用
パターン）を測定する特徴の一つとしてインターラクティブ利用を取り上げている。下記の二つの文章（診断的利用とインターラ
クティブ利用）を両端のアンカーポイントとした 5点リカートによって，六つの情報タイプごとに測定…全ての情報において，
MCSの設計と利用に関する一つの因子が抽出されることを確認。
（インターラクティブ・コントロール）
情報が常にチームとのインターラクションにおいて利用される。
（診断的コントロール）
情報はプロジェクトをモニターするのに利用されるが，計画もしくは期待以下であるという状況報告がある場合を除いて，チー
ムと議論されない。
Simons（1995） ・マネジャーの積極的活用
・面と向かった対話／議論
システムで
はなく，新
製品開発に
おいて利用
される六つ
の情報タイ
プ（製品原
価，製品設
計，時間，顧
客，資源，
収益性）
医療装置産業に属する
11社の 73名のプロダ
クトマネジャー（回収
率 77％，56名）
主 成 分 分
析，重回帰
分析（交互
作用項）
Bisbe and
Otley
（2004）
AOS
予算管理，BSC，プロジェクト・マネジメント・システムの三つのMCSを対象に，導入されている場合には，以下の四つの質
問（7点リカート）…因子分析の結果，①の質問は除外（変数は各システムに関して，②～④のスコアの合計値を利用。三つのシ
ステムで最も高いスコア（MCSのインターラクティブ利用を示す変数）を中心に，仮説検証／結果の解釈は行われた。
①MCSによる追跡の主な目的が，（1）事前に設定された目標の達成を確保することにあるのか，（7）計画のベースとなっている
想定を継続的に疑問視したり改訂したりすることにあるのか。
②MCSの実績報告は，（1）計画値からの乖離がある場合のみ，エグゼクティブ・チームとの面と向かった議論の主たる対象とな
るか，（7）計画値からの乖離があろうとなかろうと，常にエグゼクティブ・チームとの面と向かった議論の主たる対象となるか。
③MCS（目標設定，定期報告の分析）に対して，CEOは，（1）定期的もしくは時折の注意を寄せるか，（7）規則的に頻繁な注意
を寄せ，絶えずそれを利用しているか。
④MCSは，（1）多くのマネジャーにとって定期的もしくは時折の注意を必要とするか，（7）全てのマネジャーからの注意を絶え
ず必要とするか。
Abernethy and
Brownell（1999）
Davila（2000）
・既存の前提を常に疑う手段
・面と向かった対話／議論
・トップの積極的活用
・マネジャーの積極的活用
予算管理，
BSC，
プロジェク
ト・マネジ
メント・シ
ステム
スペインの中規模の成
熟企業（製造業）120
社の CEO（回収率 48
％，40社）
相関分析，
パス解析
Henri
（2006）
AOS
トップマネジメントチームが下記の七つの目的のために業績評価指標を利用している程度（7点リカート）。これらの質問は
Vandenbosch（1999）の経営陣支援システムの利用に関する質問に二つの質問（①と②）を追加したものである…一つの因子が抽
出されることを確認。
①上司，部下，同僚との会議での議論を可能にする。
②根底のデータ，想定，行動計画への継続的挑戦と議論を可能にする。
③組織の共有見解を提供する。
④組織を一つに結びつける。
⑤組織が共有問題に集中できるようにする。
⑥組織が重要成功要因に集中できるようにする。
⑦組織における共有語を開発する。
Vandenbosch（1999）
Simons（1990）
・面と向かった対話／議論
・注意集中
・既存の前提を常に疑う手段
・組織的整合性
業績評価指
標あるいは
業績評価シ
ステム
カナダの製造業 1，692
社のトップマネジメン
ト（回収率 24％，383
社）
構造方程式
モデリング
Naranjo-Gil
and
Hartmann
（2006）
JMAR
管理会計システムの利用方法に関して，下記の 10の質問（5点リカート）から診断的利用（①，③，⑧，⑩）とインターラク
ティブ利用（②，④，⑤，⑥，⑦，⑨）の二つの因子を抽出。
①既定の計画と目標を追跡する。
②目的と目標を設定／交渉する。
③重大な乖離や例外を追跡する。
④データの前提や行動計画について議論する。
⑤重要な戦略的領域についてシグナルを送る。
⑥タスク実行方法について新しいアイデアや方法に挑戦する。
⑦常に注力して部下に関与する。
⑧部下をタイトに評価し管理する。
⑨学習ツール。
⑩戦略的目標と業績指標とを整合させる。
Abernethy and
Brownell（1999）
Bisbe and Otley
（2004）
Simons（1995）
・トップの関与
・重要要因への注目
・面と向かった対話／議論
・既存の前提を常に疑う手段
・学習
管理会計シ
ステム（マ
ネジメント
と コ ン ト
ロールのた
めの情報と
技法の全体
的 シ ス テ
ム）
スペインの 218の公立
病院の 884名の TMT
（Top Management
Team）メンバー（回
収率 54％，473名；分
析には，トップマネジ
メントチーム全員の回
答を得た 92のデータ
を利用）
差の検定，
PLS
Naranjo-Gil
and
Hartmann
（2007）
AOS
管理会計システムが下記の六つの行動のために利用されている程度（5点リカート）…一つの因子が抽出されることを確認。
①目的と目標を設定／交渉する。
②データの前提や行動計画について議論する。
③改善に対する重要な戦略的領域についてシグナルを送る。
④タスク実行方法について新しいアイデアや方法に挑戦する。
⑤部下との絶えない議論に関与する。
⑥学習ツール。
Abernethy
and Brownell（1999）
Bisbe and Otley
（2004）
・トップの関与
・重要要因への注目
・面と向かった対話／議論
・既存の前提を常に疑う手段
・学習
管理会計シ
ステム（管
理会計とコ
ントロール
の 技 法 全
体）
スペインの 218の公立
病院の 884名の TMT
メンバー（回収率 54
％，473名；分析には
3名以上の観測値が得
られた 103のチーム
（381名の回答）を利用）
PLS
176
論者／雑誌＊ 測定方法（質問項目） 参考文献 測定時の注目点 対象のMCS 調査対象 分析方法
Widener
（2007）
AOS
業績評価システムの利用方法に関して，下記の六つの文章に同意できる程度（7点リカート）…二つの因子に対して 0．3以上の
負荷量を示した②の質問は分析からは除外された。
①トップマネジメントは業績評価システムに日々の注意をほとんど寄せていない（逆転尺度）。
②トップマネジメントは業績評価システムからの情報を準備／解釈するのに専門スタッフにひどく依存している（逆転尺度）。
③業務マネジャーは業績評価システムに例外的にしか関与していない（逆転尺度）。
④トップマネジメントは業績評価システムに日々注意を向けている。
⑤トップマネジメントは業績評価システムからの情報を解釈する。
⑥業務マネジャーは頻繁に業績評価システムに関与している。
Henri（2006）
Simons（2000）
Kaplan and Norton
（1996）
Bisbe et al．（2007）
・トップの積極的活用
・マネジャーの積極的活用
・スタッフの役割
業績評価シ
ステム
Compustatでアーカイ
バルデータが利用可能
企業からランダムサン
プリングされた 1，000
社（実際は 976社）の
CFO（回 収 率 13％，
122社）
構造方程式
モデリング
Bisbe and
Malagueño
（2009）
EAR
三つのMACS（Management Accounting and Control System）である予算管理，BSC，プロジェクト・マネジメント・システム
を導入している場合に，下記の三つの点でどのように利用されているのか質問（7点リカート）…システムごとに三つの質問の合
計点（一つの因子が抽出されるのを確認）。
①MACSの報告は，（1）計画値からの乖離がある場合のみ，エグゼクティブ・チームとの面と向かった議論の対象となるか，（7）
計画値からの乖離があろうとなかろうと，常にエグゼクティブ・チームとの面と向かった議論の主たる対象となるか。
②MACSに対して，CEOは，（1）定期的もしくは時折の注意を寄せるか，（7）規則的に頻繁な注意を寄せ，絶えずそれを利用し
ているか。
③MACSが，（1）多くのマネジャーにとって定期的もしくは時折の注意を必要とするか，（7）全てのマネジャーからの注意を絶
えず必要とするか。
Bisbe and Otley
（2004）
Bisbe et al．（2007）
・トップの積極的活用
・マネジャーの積極的活用
・面と向かった対話／議論
予算管理，
BSC，
プロジェク
ト・マネジ
メント・シ
ステム
スペインのカタルニア
に本社を置く，成熟し
た中規模製造業 120社
の CEO（回 収 率 48
％，57社）
差の検定，
重回帰分析
Abernethy
et al.（2010）
MAR
トップマネジメントが，計画とコントロールのシステム（PCS ; Plan and Control System）を，インターラクティブなコミュニ
ケーションの手法として，下記の四つの行動のために利用している程度（7点リカート）。
①上司と私は PCSを戦略に影響を及ぼす要因を疑問視したり議論したりするための手段としてしばしば利用している。
② PCSは継続的である（全階層のマネジャーから規則的に頻繁な注意を要する）。
③私は PCSを，組織で起こっている変化に関して，同僚や部下と議論するために利用している。
④ PCSは新しいプログラム，サービス，戦略を構築／提示するために年中利用される。
Abernethy and Brownell（1999）によって利用された「インターラクティブ利用と診断的利用を示した二つの文章（回答企業に
合うように微調整）から自社の状況に類似したどちらか一つを選択してもらったダミー尺度」と測定モデルの構成概念との相関関
係により，構成概念妥当性が確認された。
Abernethy and
Brownell（1999）
Bisbe and Otley
（2004）
・トップの積極的活用
・マネジャーの積極的活用
・既存の前提を常に疑う手段
・面と向かった対話／議論
・変化への焦点
計画とコン
トロールの
システム
オランダの製造業／
サ ー ビ ス 業 170社
（100名以上の規模の
利益センターを少なく
とも三つ抱えている企
業）の利益センター長
（研究への参加率 75
％，128センター）
PLS
谷（1991，
1992）
企 業 会 計
（91）
国民経済雑
誌（92）
予算管理（予算編成会議，月次予算／実績検討会議）や中期計画策定会議，インフォーマルな会合における，下記の三つの項目
（①～③）に関する要求や程度の強さと戦略形成と創造的事業活動に関する二つの質問（④／⑤）（質問は全て 7点リカート）。
①上司が求める経営環境情報をあらかじめ指示されなくとも想定できる程度
②上司の要求を想定した経営環境情報の収集の程度
③顧客の嗜好の変化，競争会社のコスト，製品の生産技術の革新，競争会社の新製品導入のタイミング，マーケティングの革新の
五つの情報に対する上司の要求の強さの程度
④上司が要求している経営環境情報の，自己の事業戦略形成と上司の戦略形成にとっての重要性
⑤支出のコントロールがプロフィット・センターの創造的事業活動を促進している程度
Simons（1990） ・情報の要請と収集
・戦略的不確実性，戦略
・戦略形成に対する情報の重要
性
・創造的活動の促進
中長期計画
策定会議，
予 算 管 理
（予算編成
会議，月次
予算／実績
検討会議）
事業部長／本部長 48
名に発送（回収率 81
％，事業本部長 11名
／事業部長 28名）
記述統計，
相関分析，
差の検定
谷（1994）
国民経済雑誌
Tani（1995）
MAR
会議体での構成メンバー（社長，副社長，事業部長，プロダクト・マネジャー，管理者（商品企画，開発，詳細設計，生産技
術，製造，営業，購買，経理）の分布と製品開発の各進捗段階でのメンバーの影響力からインターラクティブ・コントロールが行
われているかどうか判断。
Simons（1987ab, 1990）
Dent（1987）
・各部門や上司の会議体への参
加と影響度
原価企画関
連の二つの
会議体（商
品企画会議
と 原 価 会
議）
東証一部上場の製造業
703社（回収率 26％，
182社；原価企画導入
企業 109社）
記述統計
近藤他
（2006）
経営と経済
成果報酬制度のもとで，下記の四つの程度を測定（5点リカート）…ただし，因子分析の結果，概念上の想定通りに因子は抽出
されなかった。
①営業担当者が分社全体の戦略を理解している程度。
②上司が部下の戦略実現のために具体的に何をすべきかを理解している程度。
③上司から戦略的不確実性に関するデータ収集を要請されている程度。
④上司とのコミュニケーションを通じて業務が積極的に見直されている程度。
Simons（2000） ・現行戦略とその実現のための
行動の理解度
・戦略的不確実性
・面と向かった対話／議論
・業務プロセスの見直し
成果報酬制
度
照明機器メーカー営業
部門 160名（有効回答
率 99％）
差の検定，
因子分析，
重回帰分析
福田他
（2006）
追手門経営
論集
業績評価制度のインターラクティブ・コントロールとしての利用に関する変化を測定。上司が業績評価制度を利用しながら，下
記の三つの項目について過去 3年間で増加／減少のどちらの方向に変化しているのかを質問（11点リカート）。
①新たなビジネスチャンスに関する情報の収集を部下に要求する機会の増減。
②業務の前提を覆すリスクや脅威に関する情報の収集を部下に要求する機会の増減。
③部下との対話を通じて業務プロセスを抜本的に見直す機会の増減。
Simons（1995） ・戦略的不確実性
・面と向かった対話／議論
・業務プロセスの見直し
業績評価制
度
東証一部上場の建設業
を除く製造業および電
気・ガス業の 862社の
製造担当役員（回収率
15％，127社）
記述統計
西居
（2008）
専修商学論
集
七つの領域の戦略的重要性（顧客との信頼関係の構築／維持，ブランドの構築／保守，新しい製品や技術の開発，製造プロセス
の改善，従業員の教育／やる気／創造性，情報インフラの整備，環境保護）と 12の非財務指標（①顧客，②マーケット・シェア
（市場占有率），③製品やサービスのブランド，④新製品開発，⑤研究開発，⑥製造プロセスの品質，⑦製造プロセスの時間，⑧製
造プロセスの生産性，⑨従業員の教育／訓練，⑩従業員のモチベーション，⑪情報インフラ，⑫環境）の測定結果についてのトッ
プマネジメントと報告者との間のコミュニケーションの程度との適合性によって，戦略的業績管理システムのインターラクティブ
利用を測定。七つの戦略的重要性の領域ごとに適合の有無を判定し，全体の平均値を各社のインターラクティブ利用の変数として
操作化。
Simons（1995） ・戦略的重要性への焦点
・面と向かった対話／議論
業績評価指
標
東証一部上場の建設業
を除く製造業 844社の
経営戦略・経営企画担
当役員（回収率 11％，
93社）
重回帰分析
近藤他
（2009）
経営と経済
PMS（Performance Measurement System）の下記の九つの利用に関する，過去 3年間の変化の程度（11点リカート）…診断的
利用（①～④）とインターラクティブ利用（⑤～⑨）に関連する二つの因子が抽出されることを確認。分析には各利用方法の項目
平均値を使用。
①部下の業務進捗に関するモニタリングの頻度。
②部下へのフィードバックの頻度。
③部下のスキルアップおよび学習機会の頻度。
④組織目標の達成に対する要求の強度。
⑤事業機会に関する情報収集を部下に要求する機会の頻度。
⑥部下との対話を通して業務プロセスを見直す機会の頻度。
⑦環境適応のための業務改革の達成に対する要求の強度。
⑧業務遂行のための情報のやりとりや意思決定について階層間での調整を要求する強度。
⑨業務遂行のための情報のやりとりや意思決定のついて部署間の水平的な調整を要求する強度。
Simons（1995，2005） ・戦略的不確実性
・面と向かった対話／議論
・垂直的／水平的調整
・改革への志向
PMS （ 目
標管理，方
針管理，成
果 報 酬 制
度，バラン
スト・スコ
アカード）
東証一部上場の製造業
845社の製造担当役員
（回収率 15％，127社）
パス解析
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論者／雑誌＊ 測定方法（質問項目） 参考文献 測定時の注目点 対象のMCS 調査対象 分析方法
真部
(2007,2008,
2010）
富大経済論
集
製造間接費に関わる情報やシステムが，下記の八つの場面で使用される頻度（7点リカート）…①～④の質問（診断型運用）と
⑤～⑧の質問（対話型運用）が構成概念を測定するための項目として選定。システムの運用方法に関する質問は，全部で 15あっ
たが，因子分析の結果，複数の因子に関連があり解釈が困難な項目が除外され，下記の質問数となっている。
①上司が部門の業績を評価するとき。
②業績目標の達成状況を上司に求められるとき。
③業務実績を上司に報告するとき。
④上司から業績目標を設定されるとき。
⑤環境変化への対応策を上司と検討するとき。
⑥関係部門から提供されたアイデアを検討するとき。
⑦開発部門にアイデアを提供するとき。
⑧営業部門から業務上の要請を受けるとき。
Simons（1995，2000）
Dent（1987）
Malmi（1997）
福田（2004）
・水平的関係性
・環境変化への対応
・アイデアの創出
製造間接費
の計算シス
テム
東証一部／二部上場の
水産・農林，鉱業，建
設，製造業の 1，252社
の製造部門管理者もし
くは製造関係の取締役
（回収率 5．2％，65社）
因子分析，
構造方程式
モデリング
岸田
（2010,2011）
原価計算研
究（10）
駒大経営研
究（11）
Vandenbosch（1999）を援用した Henri（2006）と同様の方法（予算あるいは予算管理プロセスという言葉を質問文に追加；7
点リカート）…一つの因子が抽出されることを確認。
①予算管理のプロセスが上司や部下，同僚と行う議論の基礎となる。
②予算管理のプロセスが継続的に行動計画を見直す基礎になっている。
③予算は組織内に共通の視点を提供している。
④予算は組織を結びつけている。
⑤予算があることで，組織が共通の目標に向かうことが可能になっている。
⑥予算があることによって，組織が重要な成功要因に目を向けることが可能になっている。
⑦予算は社内で議論を行う際の共通の言語となっている。
Vandenbosch（1999）
Henri（2006）
・面と向かった対話／議論
・注意集中
・既存の前提を常に疑う手段
・組織的整合性
予算管理 東証一部上場の製造業
853社の事業部門長，
営業部門長（回収率 16
％，134社）
因子分析，
構造方程式
モデリング
山本他
（2010）
メルコ管理
会計研究
原価企画に関する会議体にて開発中の製品の将来性に影響を及ぼす販売市場動向，製品技術動向，法規制の三つの不確実性につ
いて，それぞれどの程度コミュニケーションがとられているか，トップと事業部長，事業部長とプロダクト・マネジャーという二
つの階層間ごとに質問（7点リカート）。分析には，トップと事業部長のスコアと事業部長とプロダクト・マネジャーのスコアを
領域ごとに積算し，「販売市場」，「製品技術」，「法規制」の三つの変数を利用。
Simons（1995） ・面と向かった対話／議論
・戦略的不確実性
原価企画 東証一部上場の製造業
843社の経営企画部門
担当役員（回収率 15
％，127社；原価企画
導入企業 71社）
重回帰分析
（交互作 用
項）
中川（2011）
会計
どの質問項目がインターラクティブ・コントロールを測定しているという記述はないが，下記の質問から構成される二つの因子
がインターラクティブ・コントロールと関連づけて解釈されている。
①他部門から適切なデータが提供された。
②他部門との意見交換が頻繁に行われた。
③スタッフ部門から情報提供などの適切なサポートがあった。
④多くの時間と労力を要した。
⑤予算には部門長の意見が反映された。
⑥高い予算目標を設定した。
Simons（1995，2005） ・水平的コミュニケーション
・スタッフの役割
・必要とされる資源
・マネジャーの影響力
・目標水準
予算管理 村田製作所（本社を含
む七つの事業所（工場
であり生産子会社）に
属する 380名に配布
（回収率 79％，301名）
因子分析，
構造方程式
モデリング
福島（2011
a）
原価計算研
究
分析には，予算管理の利用スタイルに関する下記の四つの質問（7点リカート）が個別に用いられている。
①トップは報告等により予算の達成状況を日常的に把握している。
②トップと事業部門長の間で予算達成に向けた話し合いが日常的に行われる。
③事業部門長は予算の達成状況を日常的に把握している。
④予算の達成に向けて事業部門長が参加する事業部門内の話し合いが日常的に行われる。
Abernethy and
Brownell（1999）
BisbeandOtley（2004）
・トップの積極的活用
・マネジャーの積極的活用
・進捗状況のモニタリング
・面と向かった対話／議論（水
平的コミュニケーションも含
む）
予算管理 東証一部／二部および
新興市場上場の製造業
1，435社の本社経理担
当部門長（回 収 率 9
％，124社）
ク ラ ス カ
ル・ウォリ
ス検定，ボ
ンフェロー
ニによる多
重比較
福島（2011
b）
メルコ管理
会計研究
予算管理の利用スタイルについて，下記の四つの質問（7点リカート）からインターラクティブ・コントロール（①，②）と診
断的コントロール（③，④）を示す二つの因子を抽出。分析には各利用スタイルの項目平均値を使用。
①予算の達成に向けて事業部門長が参加する事業部門内の話し合いが日常的に行われる。
②事業部門長は予算の達成状況を日常的に把握している。
③予算と実績が乖離した場合，事業部門長と事業部門内のミドルの間で話し合いが行われる。
④予算の達成に向けて事業部門長が参加する事業部門内の話し合いが定期的に行われる。
Abernethy and
Brownell（1999）
Widener（2007）
・マネジャーの積極的活用
・水平的コミュニケーション
・進捗状況のモニタリング
予算管理 東証一部／二部および
新興市場上場の製造業
1，435社の本社経理担
当部門長（回 収 率 8
％，108社）
因子分析，
構造方程式
モデリング
横田・妹尾
（2011）
三田商学研
究
予算管理の利用方法について，下記の七つの質問（7点リ
カート）。
①予算目標の変更なし。
②トップ層とミドル・マネジャーの臨時的話し合い（逆転尺
度）。
③トップ層とミドル・マネジャーの定期的話し合い。
④ミドル・マネジャーの臨時的関心（逆転尺度）。
⑤ミドル・マネジャーの日常的関心。
⑥事前目標の確実な達成。
⑦予算の前提となる仮定の継続的見直し。
BSCの利用方法について，下記の 10の質問（7点リカー
ト）。
①戦略目標の変更なし。
② KPIの種類の変更なし。
③ KPIの目標値の変更なし。
④トップ層とミドル・マネジャーの臨時的話し合い（逆転尺
度）。
⑤トップ層とミドル・マネジャーの定期的話し合い。
⑥ミドル・マネジャーの臨時的関心（逆転尺度）。
⑦ミドル・マネジャーの日常的関心。
⑧事前目標の確実な達成。
⑨ BSCの前提となる仮定の継続的見直し。
⑩ BSC／予算管理の強いリンク。
Bisbe and Otley
（2004）
・トップの積極的活用
・マネジャーの積極的活用
・面と向かった対話／議論
・目標／指標変更
・既存の前提を常に疑う手段
予算管理，
BSC
東証一部上場企業 1，
691社の経営企画部長
（回収率 13％，221社）
記述統計
＊洋雑誌の略誌名は以下の通りである。
AOS ; Accounting，Organizations and Society，EAR ; European Accounting Review，JMAR ; Journal of Management Accounting Research，MAR ; Management Accounting Research
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プロセスへの影響は，「データが基づいている想定を
疑問視する／改訂する」，「意味の共有／創出」，「テン
ションの具体化」，「戦略の調整」，「新規戦略の創
発」，「変化に関する議論／討論」とされる。意図した
成果は，「現行の業務環境を変えたり組織的前提を無
効にしたりする潜在的な脅威と機会である戦略的不確
実性に関する従業員の理解」から構成される。
Mundy（2010）の整理は，Bisbe et al.（2007）よりも
検討対象が広いうえに，五つの特性をより細分化した
ものとなっている。
以下では，Bisbe et al.（2007）とMundy（2010）に
よって指摘された項目を参考に，インターラクティ
ブ・コントロールを構成する次元あるいは概念測定に
対して影響を与える要因として重要であると考えられ
る，「トップマネジャーと業務マネジャーによる積極
的活用」，「前提／事前の想定への挑戦」，「面と向かっ
た議論や討論」，「現場の自律性を阻害しないトップの
関与」，「戦略的不確実性への集中」，「システムの選
択」の六つの要素について，先行研究の知見を整理す
るとともに若干の考察を加える。
3―1．マネジャーの積極的活用
トップ自らが組織の目標達成を確実にするために個
人的にモニターしなければならないと信じている不確
実性に組織の焦点を合わせるのが，インターラクティ
ブ・コントロールであるために，トップマネジャーに
よる積極的活用は当然ともいえる特性である。また，
導入研究の知見が明らかにしているように，トップ自
らのシステムの積極的活用は，組織中に当該コント
ロール・システムの重要性を伝達し，成功裡に導入／
定着を図る上で重要な要素である。
トップマネジャーが継続的に強い関心をインターラ
クティブ・コントロールに注ぐ結果，このコントロー
ルに関連する全ての階層の業務マネジャーは，イン
ターラクティブに利用されるシステムからの報告デー
タに規則的に頻繁な注意を払うようになる（Simons,
1995）。ただし，これは単なる強制的な関心ではな
く，自発的な情報収集や積極的なアクション・プラン
の提案／実験といった積極的活用とされる。
こうしたトップマネジャーや業務マネジャーによる
積極的活用は，多くの先行研究にて測定されている。
表 1の「測定方法（質問項目）」欄に示されるよう
に，活用の程度は，特定のコントロール・システムが
どの程度利用されているのか頻度（規則的，頻繁，日
常的など）によって捉えられている。
3―2．前提／事前の想定への挑戦
頻度への着目は，インターラクティブ・コントロー
ルの基本的特性の一つを適切に捉えているといえる
が，十分ではない。なぜなら，実践において例外管理
の原則が常に正しく運用されている保証はないので，
重要成功要因を測定する管理会計システム（診断的コ
ントロール・システム）に対してトップが高い頻度で
注意を払っている場合があるためである。そのため，
なぜトップマネジャーや全階層の業務マネジャーらが
特定のシステムを積極的に活用しなければならないの
か，その目的も同時に捉える必要がある。
戦略を実行することで期待される業績との乖離を最
小化しようとする診断的コントロールでは，既存の戦
略の前提そのものを再検討したり修正したりすること
ができない。一方，インターラクティブ・コントロー
ルは，将来のビジョンの達成を困難にする出来事や新
たな機会を探索することで，既存の戦略の前提や想定
をも見直すことを意図している。こうした要素は，比
較的多くの先行研究において扱われている。たとえ
ば，Abernethy et al.（2010）は，トップマネジメント
が計画とコントロールのシステムを戦略に影響を及ぼ
す要因を疑問視したり議論したりするための手段とし
て頻繁に利用しているかどうか尋ねている。
Simons（1995）は，インターラクティブ・コント
ロールと診断的コントロールのこうした違いを Argy-
ris and Schön（1978）に依拠した組織学習概念と関
連づけて説明している。質問票調査においても，
Naranjo-Gil and Hartmann（2006，2007）は管理会計
システムが学習のために利用されている程度を尋ね，
インターラクティブ・コントロールを構成する一つの
要素としている。
しかしながら，組織学習は，インターラクティブ・
コントロールによって促進される要因として，分析モ
デルが構築される場合もある。たとえば，Henri
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（2006）は，組織学習，市場志向，起業家精神，イノ
ベーションの四つの側面から構成されるケイパビリ
ティ16）に，業績評価システムの診断的利用は負の影響
を与えるのに対して，インターラクティブ利用は正の
影響を与えるという仮説を支持する証拠を得ている。
一方，Henri（2006）とは分析焦点は異なっている
が，Widener（2007）は，業績評価システム（指標）
のインターラクティブ利用が組織学習に直接影響を与
えているのではなく，診断的利用を通じた間接的な正
の影響17）を及ぼしていることを実証している。
このように，組織学習を，インターラクティブ・コ
ントロール概念を構成する要素として含める研究とイ
ンターラクティブ・コントロールの効果の一つとして
捉える研究が混在している。ただし，いずれの場合
も，現状では，インターラクティブ・コントロールに
とって適切な学習概念を使用しているとはいえない。
インターラクティブ・コントロールは，前提そのもの
の再検証を対象とするので，ダブル・ループの学習を
目的としている（Simons, 1995）。Naranjo-Gil andHart-
mann（2006，2007）は単に学習のツールとしての利
用の程度しか尋ねていないし，Widener（2007）と
Henri（2006）はともに，組織学習を同一の方法
（Hult, 1998に依拠）18）によって測定しているが，厳密
にシングル・ループとダブル・ループの区別がなされ
た方法とはいえない。
インターラクティブ・コントロールにおける組織学
習の取り扱いを検討する際には，学習のプロセスと結
果の区分が有用であろう。「既存戦略の前提が見直さ
れ，新たな戦略が形成された」といった，ダブル・
ループといえるような学習結果は，インターラクティ
ブ・コントロールの効果として捉えられるべきである
と思われる。一方，そのような学習をもたらすプロセ
スに関しては，インターラクティブ・コントロール概
念の構成要素に含められるべきであろう。ただし，イ
ンターラクティブ・コントロールが主にアイデアの創
出を高めることを狙いとした概念であり（Davilaet al.,
2009b），最終的に新たな戦略の創発がもたらされる
学習プロセスが Simonsの示したモデルでは不鮮明で
あるために（相原・近藤，2004；谷，1992），学習と
いう要素を具体的にどのような尺度によって測定すべ
きか明確ではない19）。この点，インターラクティブ・
コントロールと戦略的変化との関係についてのフィー
ルド・スタディによる貢献が非常に大きい領域（たと
えば，Bruining et al., 2004 ; Kober et al., 2007など）
ではあるが，Kloot（1997）のように組織学習の視点
に依拠し，新たな戦略形成におけるコントロール・プ
ロセスの解明を意図した研究の蓄積は十分ではな
い20）。
3―3．面と向かった対話や議論
組織メンバー間の面と向かった対話や議論の促進
は，インターラクティブ・コントロールの特徴の一つ
として広く認識されている。この点に着目した調査
は，わが国では比較的早い段階から行われており，日
本的とされる管理会計システムが垂直的あるいは水平
的なインターラクションを促進していることが観察さ
れている。たとえば，原価企画においては，商品開発
会議と原価会議での協議事項と構成メンバーから，異
なる職能間の水平的インターラクションとトップとの
垂直的インターラクションが観察されている（谷，
1994）。また，京セラのアメーバ経営の会議体や目標
設定における垂直的インターラクション（谷，1997；
三矢，2003），NEC埼玉のラインカンパニー制におけ
る人員の貸し借りに関する社長同士による水平的イン
ターラクション（谷・三矢，1998）といったように，
ミニ・プロフィットセンターにおいても，面と向かっ
た討論や対話が観察されている。
インターラクティブ・コントロールは公式的な
MCSの利用方法について言及しているので，面と向
かった対話や議論といったインターラクションは公式
的なMCSと関連づけて測定される。この点に関し
て，最も想定しやすいのが，谷（1991，1992，1994）
に見られるように，インターラクションが行われる場
としての，管理会計システムにおいて設定される会議
体である。ただし，このように会議体を直接的に扱わ
ずに，MCSが議論や対話をするために利用されてい
る程度を尋ねている研究も多い（Henri, 2006; Naranjo-
Gil and Hartmann, 2006, 2007など）。また，議論や対
話のアジェンダの提供の程度を尋ねている研究もある
（Bisbe and Otley, 2004 ; Bisbe and Malagueño,2009）。
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これらは，インターラクティブ・コントロールとして
選択されるシステムからの報告データに全てのマネ
ジャーの注意が向けられ，獲得される情報は一貫して
トップにとって重要な課題でなければならないという
条件（Simons, 1995）を考慮したものといえる。
しかしながら，Simonsによる公式的なMCSへの
焦点に対しては，非公式なコントロールあるいは社会
的コントロールを軽視／無視しているという批判があ
る。たとえば，Collier（2005）は，オーストラリアに
本社を置くパッケージング装置サプライヤーである多
国籍な同族会社を対象とした 10年間の長期継続的
フィールド・スタディより，公式的コントロールは社
会的コントロール21）と分離し得ないほど関わってお
り，一つのコントロール・パッケージが形成されてい
ることを記述している。また，Pitkänen and Lukka
（2011）によれば，公式的フィードバックと非公式的
フィードバックはかなり多面的に同時に存在しうるも
のであり，それらの区分が曖昧で相互に関連している
という。彼らは，源泉（フィードバックの情報源），
時間（フィードバックが実施されるタイミング），
ルール（フィードバックの規則性）という三つの次元
によって，フィードバック概念22）を検討している。公
式的フィードバックと非公式的フィードバックとの間
には，源泉がシステムベースか対人関係によるもの
か，時間が定期的か緊急性のあるものか，ルールが義
務的か自発的か，という違いがあるとされる。
このような観点に立てば，Simonsの説明するイン
ターラクティブ・コントロールがもっぱら公式的な
フィードバックあるいはコントロールのみに依存して
いるとはいえないであろう。部下の自発的な情報探索
やアイデア創出の促進，競合企業への対応などから緊
急的に設定される会議体といった要素は，非公式な
フィードバックやコントロールの要素が公式的なシス
テムのインターラクティブ利用とともに同時に存在し
うることを示唆していると考えられる。ただし，どの
ような非公式的なコントロールの要素がどの程度イン
ターラクティブ・コントロールに関連するのかは状況
によって異なると考えられるために，インターラク
ティブ・コントロールの一つの要素として測定するこ
とは容易ではない。
また，公式性の解釈は上司と部下とでは異なるので
（Pitkänen and Lukka, 2011）23），質問票調査では，公
式的なコントロールに関連したインターラクションの
高低を判断する回答者によって調査結果が左右される
危険性がある。階層によってインターラクティブ・コ
ントロールの戦略行動に及ぼす影響は異なる可能性が
あるために（谷，1991，1992），この課題は重要であ
るように思われる。表 1の「調査対象」欄に示される
ように，質問票の送付先／回答者は，CEOなどの
トップマネジメント，事業部長，ライン部門長，
CFOや経営企画部門長などのスタッフ部門長など多
岐にわたっている。そして，インターラクションに関
する質問は，上司からの判断を尋ねたものもあれば，
中間管理者や部下からの判断を尋ねたものもある。た
とえ回答者の職位名は同一であっても，想定される分
析モデル24）は多様でありうるために，公式性の認知に
おいてバイアスが生じている可能性がある。どちらの
認識による方が望ましいのかは明確ではないが，こう
したバイアスが生じる可能性があることを考慮して，
調査デザインを検討すべきであろう。
3―4．現場の自律性を阻害しないトップの関与
インターラクティブ・コントロールは，トップの果
たす役割が非常に大きいコントロールであるが，それ
は単なるトップダウン的な介入ではない。情報探索や
新たなアイデアの創出を促進させるには，部下の自律
性を阻害せずに，彼らに権限を与え，対話を生み出す
ようなトップの関与でなければならない（Simons,
1995）。たとえば，垂直的インターラクションが積極
的に行われる京セラのアメーバ経営の会議体では，上
司はアドバイザーの立場で大所高所からの見解を示
し，アメーバリーダーが正しい決定を下せるように支
援している（三矢，2003）。
外部環境の変化に対応し，戦略的変化を的確に実行
する能力は組織業績に大きな影響を及ぼすので
（Nyamori et al., 2001），特定の管理会計システムや
MCSはインターラクティブ・コントロールとして利
用された方が望ましいと主張されることも多い。ただ
し，特定のシステムがインターラクティブ・コント
ロールとして利用できるのか否か，対立的な意見が示
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されることもある。このとき論点の一つとなるのが
トップの関与である。
たとえば，BSCの成功にはインターラクティブ・
プロセスが重要であると認識されており（Mooraj et
al., 1999），提唱者である Kaplanらも，Mobil NAM＆
R（North AmericaMarketing and Refining）やNational
Bank Online Financial Serviceの事例を，BSCが戦略
の創発に役立ったケースとして紹介している（Kaplan
and Norton, 2001）。
しかしながら，Nørreklit（2000）によれば，彼らの
こうした指摘はトップダウン・コントロールの適用を
前提とする BSCの説明とは相容れないという。すな
わち，Kaplanらのコントロール・モデルは階層的で
トップダウン型として示されているために，戦略的不
確実性を考慮することはできないし，外的コミットメ
ントへのフォーカスが強すぎると測定されるものに注
意を集中させてしまい，創発的な問題解決には適さな
いという。
こうした対立は，BSCにおけるトップの関与の認
識が単純なものではないことを示唆しているといえよ
う。そのためか，先行研究では，現場の自律性を阻害
せずに，積極的行動を促進／鼓舞する点をトップの関
与に組み込んだ質問項目は設定されていなかった。こ
の現状は，今後の研究において，この要素の測定を試
みる必要性を示唆している。ただし，その一方で，現
場の自律性を阻害しないトップの関与が本当にイン
ターラクティブ・コントロールを構成する要素として
妥当なのか検討する必要があるのかもしれない。以下
では，この点について，若干補足しておく。
Bisbe et al.（2007）によれば，現場の自律性を阻害
しないトップの関与は，リーダーシップスタイルを意
味している。このように，トップの関与を捉えた場
合，コントロール概念を構成する要素として，マネ
ジャーのリーダーシップスタイルを含めるべきかどう
かは疑問の余地がある。先行研究では，トップのリー
ダーシップスタイルは，インターラクティブ・コント
ロールとしての利用あるいは選択に影響を及ぼす要因
としても検証されている。たとえば，Abernethy et al.
（2010）は，オランダの製造業／サービス業の利益セ
ンターのマネジャー 128名より収集されたデータを用
いて，トップマネジメントのコントロールの選択にお
けるリーダーシップスタイルの役割について仮説検証
を行っている。分析の結果，配慮型と構造づくり型と
いう二つのリーダーシップスタイルのどちらも計画と
コントロールのシステムのインターラクティブ利用に
正の影響を及ぼしていたが，その強さは配慮型のリー
ダーにおいてより強いという仮説を支持する証拠が得
られている25）。
リーダーシップスタイルとMCSとの関係性につい
ては，先行研究の蓄積も比較的進んでおり（Aber-
nethy et al., 2010 ; Hartmann et al., 2010 ; Otley and
Pierce, 1995など），それらの知見を応用できること
を考慮すれば，リーダーシップスタイルは，インター
ラクティブ・コントロール概念には含めずに，イン
ターラクティブ・コントロールへの影響要因として捉
えた方が望ましいのかもしれない。
3―5．戦略的不確実性への集中
管理会計研究においては，コンテクスト変数として
環境不確実性がしばしば登場するが，戦略的不確実性
と環境不確実性とは異なる概念である。結果的に両者
が同じ内容を意味する状況はありうるし，ある環境下
でトップは戦略的不確実性を認識するので，戦略的不
確実性は環境不確実性の影響を少なからず受けるとい
えるが，戦略的不確実性はインターラクティブ・コン
トロールに固有の概念である（Simons, 1990）。
トップの限られた時間や注意が，既存の戦略を台無
しにしてしまう脅威や新たな機会への対応に効率的に
向けられるために，組織メンバー間のインターラク
ションは戦略的不確実性に焦点をあてるべきであると
考えられている。つまり，戦略的不確実性がトップの
認識によって決定されると，それに伴い，どのシステ
ムがインターラクティブに利用されるのかが選択さ
れ，組織中の関心の対象が決定されることになる。そ
のため，こうしたモデルに従った形で検証が行われ，
インターラクティブ・コントロールの次元として戦略
的不確実性を含めていない研究もある（Widener,
2007；岸田，2010）。たとえば，Widener（2007）は，
米国企業の CFOを対象とした質問票郵送調査より，
競争上の戦略的不確実性に対する探索と業務上のリス
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クへの対処のために，業績評価システムがインターラ
クティブに利用されていることを明らかにしている。
また，岸田（2010）は，東証一部製造業の事業（営
業）部門長を対象とした質問票郵送調査より，戦略的
不確実性が予算管理のインターラクティブ利用に影響
を及ぼしている（戦略的不確実性が高い状況下では，
予算管理をインターラクティブ・コントロールとして
利用している）ことを明らかにしている。
しかしながら，この二つの研究では，戦略的不確実
性の測定方法が大きく異なっている。Widener
（2007）では，戦略的不確実性は，技術，競争環境，
業務に関するトップマネジメントのモニターの程度に
よって捉えられている。一方，岸田（2010）では，戦
略的不確実性は，予測の困難性，競争相手の流動性，
環境の流動性の高低によって測定されている。私見で
は，インターラクティブ・コントロールの次元として
戦略的不確実性を含めずに，コントロールの先行要因
として戦略的不確実性を捉える場合には，どちらの方
法にも問題があると思われる。
岸田（2010）では，不確実性の高低に測定の焦点が
向けられており，どのような内容が選択的に重要であ
ると認識されているのかという視点は欠如している。
そのため，Simonsの示す戦略的不確実性の定義と整
合的であるとはいえない。一方，Widener（2007）で
は，不確実性の個々の内容に対するモニターの程度ま
で尋ねてしまっていることで，インターラクティブ・
コントロールと戦略的不確実性との境界が非常に曖昧
になってしまう。理論的には，どういった内容が脅威
や機会として重要なのかというトップの認識に応じ
て，インターラクティブに利用されるシステムが選択
されるはずである。そのため，認識された不確実性の
モニターの程度にまで言及する際は，インターラク
ティブ・コントロールの属性の一つとして考慮すべき
であろう。
表 1の「測定時の注目」欄からも判断できるよう
に，全体的な研究動向としては，戦略的不確実性は定
量的な実証研究ではあまり焦点が当てられてこなかっ
た。一方，フィールド・スタディなどの定性的研究で
は，インターラクティブ利用の根拠の一つとして，戦
略的不確実性への焦点が取り上げられることが多い
（Bruining et al., 2004 ; Collier, 2005 ; Davila, 2000 ; Frow
et al., 2010 ; Marginson, 2002 ; Tuomela, 2005など）。
このことは，質問票郵送調査などを通じた定量的研究
にて，トップの認識によって決まる戦略的不確実性へ
の集中という要素の測定が困難であることを示唆して
いるのかもしれない。すなわち，戦略的不確実性は
トップが個人的にモニターすべきであると認識してい
る要因（Simons, 1990）であるので，多くの企業に共
通した質問によって，トップの認識を捉えることがで
きるとは限らない。
たとえば，BSCにおける戦略的不確実性は，各視
点内の関係あるいは視点間の関係に影響を与える要因
として捉えられる。つまり，既存の戦略の前提は各視
点内あるいは視点間に想定されている関係にあるの
で，これを覆す要因は戦略的不確実性と考えられる。
ただし，特定の視点や視点間関係だけに焦点を当てる
のかどうかは，トップの認識によって異なるといえ
る。それゆえ，BSCの一部の指標のみがインターラ
クティブに利用され，その他の指標は診断的に利用さ
れることもある（Marginson, 2002）。
さらに，個人の認識ということから常に一貫してい
るわけではなく，さまざまな要因によって影響を受け
る可能性があるので，システムの利用方法が時系列的
に変化する可能性がある。そのため，それまで診断的
に利用されていたシステムがインターラクティブに利
用されるといったように変化することもある。たとえ
ば，Tuomela（2005）は，ABBフィンランドの子会
社の長期的なケース・スタディより，当初，顧客集中
という価値を伝達したりコントロールしたりすること
で信条システムの支援を意図していた業績評価システ
ムが，株主価値重視へのシフトや戦略変更，戦略やそ
の重要成功要因の確実性の欠如によって，診断的コン
トロール，インターラクティブ・コントロールとして
利用されるように進化したことを明らかにしている。
つまり，トップマネジャーの認識という特性や事業
環境によって，インターラクティブ・コントロールは
特定の内容や時間に関連することになるので，システ
ムの診断的／インターラクティブ利用の普遍的区分が
困難になり（Grafton et al., 2010），特にクロスセク
ショナルな定量的研究では戦略的不確実性という要素
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は捉え難いものとなっている。ただし，戦略的不確実
性の内容によっては，公式的なシステムのインターラ
クティブ利用は不確実性低減という目的において有用
ではない可能性もあるので（Davila, 2000），戦略的不
確実性への焦点は重要な構成要素として，理論的定義
に整合した操作的定義の方法を見出す必要があろう。
その際，戦略的不確実性はトップの認識によって決定
されるために，個人の認知プロセスを踏まえたモデル
の設定は，インターラクティブ・コントロールの選択
や変化に関して，より豊かな知見をもたらす可能性が
ある。
3―6． システムの選択
トップマネジャーは，自社の戦略的不確実性の影響
に関連のある情報を収集／醸成することのできる特定
のコントロール・システムを，インターラクティブ・
コントロールとして意図的に選択する（Simons,
1995）。Simons（1991）は，ヘルスケア製品産業に属
する 30事業ユニットの調査を通じて，各ユニットの
トップマネジャーが，プログラム・マネジメント・シ
ステム，利益計画システム，ブランド収益予算，イン
テリジェンス・システム，人的資源開発システムと
いった異なる五つのシステムを，インターラクティ
ブ・コントロールとして選択／活用したことを明らか
にしている。
たった一つのインターラクティブ・コントロールで
あっても，全社ぐるみの頻繁な注意力や関与を必要と
する。そのため，複数のシステムのインターラクティ
ブ利用は，他の重要項目への注意力が欠如することで
高い機会原価を発生させたり，情報の量と複雑性の増
大による過剰負担を生じさせたりする。さらに，最も
重要な戦略的不確実性への焦点がぼやけてしまう。こ
うしたことから，通常はインターラクティブ・コント
ロールとして選択されるのは一つのシステムのみとさ
れる（Simons, 1995）。
表 1の「対象のMCS」欄に示されるように，ほぼ
全ての調査において，予算管理や業績評価システムと
いった特定のシステムがインターラクティブ・コント
ロールとして利用されているのかどうかが測定されて
いる。具体的には，研究者が事前にインターラクティ
ブに利用されている可能性が高いと判断した（もしく
は研究者の関心のある）システムが選択され，その特
定のシステムの導入の有無が確認された後に，システ
ムの利用方法について尋ねるというステップがとられ
ている。
実際に検討対象とされたシステムの多くが Simons
（1991）にて示されたシステムと共通しているが（代
表的なのは予算管理），こうした方法はトップの選択
という要因を軽視している。もちろん，インターラク
ティブな利用を測定するスコアが高いということは，
トップによる選択を代替的に測定していると捉えるこ
ともできる。しかしながら，特定のシステムのイン
ターラクティブ利用の有無（高低）のみが測定されて
いるにすぎないので，問題が生じる可能性がある。
たとえば，予算管理のインターラクティブ利用のス
コアが低い企業であっても，その他のシステムをイン
ターラクティブに利用している可能性がある。そのた
め，特定のシステム（この場合，予算管理）よりもむ
しろインターラクティブ・コントロール自体に多くの
研究関心が向けられている場合には，インターラク
ティブ利用のスコアが低かったサンプルは分析から除
外した方が望ましいであろう。
また，限定合理性の観点からは，戦略的不確実性に
関するトップの認識やそれに伴うシステムの選択が
誤っている可能性もある。こうした可能性も踏まえれ
ば，特定のシステムのインターラクティブ利用をもっ
て選択と考えることは望ましくないであろう。
なお，イノベーション，MCSのインターラクティ
ブ利用，組織業績の複雑な関係性を明らかにした
Bisbe and Otley（2004）は，インターラクティブに利
用されるMCSとして，BSC，予算，プロジェクト・
マネジメント・システムの三つのシステムを取り扱っ
ており，異なるシステムがインターラクティブ・コン
トロールとして選択される可能性にも配慮してい
る26）。ただし，質問するシステム数の拡張という方法
は物理的に限界がある。
さらに，調査は複数の産業から構成されるサンプル
（製造業を対象とすることが多い）を対象に実施され
ることが多いが，この方法はインターラクティブに利
用されるシステムの選択に多様性をもたらし27），研究
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者の想定とトップによる実際の選択との乖離をより大
きくさせる危険性を有している。
こうした問題点が指摘できる一方，質問票の紙幅を
できるだけコンパクトにし回収率を向上させ，分析に
耐えうるだけのサンプル数を確保するためには，特定
のシステムを研究者側で指定するのも致し方ないのか
もしれない。ただし，その場合であっても，下記の点
には配慮すべきであると思われる。
インターラクティブに利用されるシステムは完全に
トップが自由に選択できるわけではなく，その選択は
いくつかの要因によって影響を受ける。前述したよう
に，Simons（1991）は，製品市場内での技術的依存
度，価値連鎖の複雑性，競合企業による戦術的反応の
容易さ，規制や市場保護の四つの要因がインターラク
ティブ・コントロール・システムの選択や設計上の特
徴に対して影響を及ぼすことを明らかにしている。た
とえば，複雑な価値連鎖をもつ企業では，インプッ
ト，生産，流通，販売／マーケティングが複雑でダイ
ナミックな方法で連結される傾向があるために，会計
データに基づく指標を使用する利益計画システムをイ
ンターラクティブに利用する場合が多いとされる。し
かしながら，予算管理のインターラクティブ利用を取
り扱ったほとんどの先行研究において，こうした要因
の影響は検討されていない。トップによる意図的な選
択を明確に考慮対象とせずに，研究者が自らの関心の
有する特定のシステムに分析焦点を合わせるにして
も，そのシステムがインターラクティブに利用される
ことが妥当であるといえる環境28）なのかどうかは確認
した方が望ましいであろう。
また，こうした企業外部（あるいは外部との関係）
に関する要因のみならず，企業内部要因もシステム選
択に対して影響を及ぼすことが明らかにされている。
Bisbe and Malagueño（2009）は，57の中規模スペイ
ン企業を対象とした質問票調査より，MACS（Man-
agement Accounting and Control System）のインター
ラクティブ利用としての選択（予算管理，BSC，プロ
ジェクト・マネジメント・システムの三つのシステム
を対象）はランダムではなく，四つのモード（直感
的，システマティック，戦略的／非専門的，戦略的／
専門的）に分類されるイノベーション・マネジメン
ト・モード（IMM ; Innovation Management Mode）29）
によって，インターラクティブ・コントロール・シス
テムとして選択されるMACSが異なることを実証し
ている。さらに，彼らは，インターラクティブ利用の
ために選択されるMACSが IMMの特徴によって概
念的に予測されるシステムと適合しているか否かに
よって，イノベーション水準に有意な差があることを
観察している30）。この結果はシステムの選択が利用方
法と同様に重要な検討領域であることを示唆してい
る。
4．結びに代えて
本論文では，Simonsによるインターラクティブ・
コントロール概念の定義とその操作化の問題を中心
に，経験的な先行研究の検討を行った。インターラク
ティブ・コントロールを構成すると考えられる個々の
要素（次元）に関連した疑問／課題は第 3節にて指摘
したので，本節では，大局的な観点から今後の研究課
題を整理し，そして本研究の限界を指摘する。
Simonsによる説明を鑑みれば，Bisbe et al.（2007）
が主張するように，インターラクティブ・コントロー
ルは多次元の構成概念としてモデル化されることが望
ましいといえるであろう。一部の次元のみへの焦点は
概念的な曖昧さに繋がるので問題である。たとえば，
双方向型のコミュニケーションは，予算編成などの伝
統的なマネジメント・コントロール・プロセスにおい
ても観察されやすい現象31）であるので，インターラク
ションのみの測定は，インターラクティブ・コント
ロールの概念的区分を非常に曖昧にしてしまう。ほと
んどの先行研究は一部分の次元のみに焦点を当ててお
り，今後の研究では，より包括的な観点からの測定が
望まれる。また，一部の次元のみに着目するにして
も，研究疑問との関連性において，なぜ，その要素が
重要であるのか明確にすべきであろう。
ただし，インターラクティブ・コントロールがどの
ような複数の次元から構成されるべきなのか，そして
各次元がどのような尺度によって測定されるべきなの
かについて，先行研究の概念定義／測定方法にはかな
りのバラツキがある。多くの先行研究では，クロン
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バックの α などによって尺度の信頼性の検証を行っ
ているが，インターラクティブ・コントロールの理論
的定義に関する議論／説明や妥当性の検証は十分では
ない。Bisbe et al.（2007）は，五つの属性（「トップマ
ネジメントの積極的活用」，「業務マネジャーの積極的
活用」，「面と向かった挑戦／討論の浸透」，「戦略的不
確実性への集中」，「トップマネジメントによる現場の
自律性を阻害しない関与」）を，インターラクティ
ブ・コントロールを構成する独立した次元として説明
しているが，第 3節の検討から示唆されるように，こ
の見解は十分に検証されるべきであろう。たとえば，
ダブル・ループの学習やリーダーシップスタイルなど
のように，インターラクティブ・コントロールが実践
されていると判断する内容の境界設定について曖昧な
部分がある。さらに，インターラクティブ・コント
ロールの説明の際に登場する，「システムに盛り込ま
れる情報特性」，「スタッフの役割」，「インセンティ
ブ・システムとの関連性」といった要素（Simons,
1987b, 1995）は，ほとんど検討対象とされていない。
なお，戦略的不確実性やトップの関与といったよう
に，定量的な測定方法が不明確な次元も存在するの
で，インターラクティブ・コントロールに関連する定
量的研究の進展のためには定性的研究による貢献も小
さくないと考えられる。
本研究にはいくつかの限界があるが，特に重要と思
われる点について，最後に指摘する。
まず，本研究は Simonsによって提唱されたイン
ターラクティブ・コントロール概念の説明に従いなが
ら構成要素の検討を行ったので，このコントロール概
念自体の修正や変更の可能性については検討できてい
ない。
たとえば，昨今の事業環境は，革命的でオープン化
が進んでおり，変化がどこから現れてくるのか分から
ないため（石倉，2009），そもそもトップの認識に
よって規定されるという戦略的不確実性の定義自体
が，MCSによる変化への適応可能性という観点から
望ましいといえるのかどうかは検討の余地がある。
また，認識される戦略的不確実性によっては，組織
メンバーによる情報探索よりもむしろ組織外部のアク
ターから直接的に不確実性に関連する情報を獲得した
方が効率的な場合も考えられる。この点に関して，事
前にインターラクションの対象者を想定しなければな
らない質問票調査とは異なり，フィールド・スタディ
ではインターラクションの対象が多様であることが明
らかにされている。たとえば，Bruining et al.（2004）
では，インターラクティブ・コントロールに関して，
ベンチャー・キャピタルや外部のアクター（公的な評
議会議長が参加する監査委員会，消費者）とのイン
ターラクションの重要性を指摘しており，Simonsの
想定した垂直的／水平的インターラクションよりも拡
張した理解がなされている。ジョイント・ベンチャー
やアライアンスといった階層的組織構造を前提としな
い組織の戦略的重要性が高まっているなか（窪田他，
2008），今後の研究では，インターラクション概念を
拡張していく必要があるかもしれない。
さらに，システムの選択や活用についての Simons
の説明は，トップの視点が中心となっているために，
複数のレバーの活用に際して，より下位層のマネ
ジャーは情報処理の点で過負担になるリスクがある。
さらに，ミドルやロワーのマネジャー，さらには現場
の実際の業務のなかで，意図された戦略の実行に集中
する一方で新たな機会／脅威の探索も行うという対立
的状況にどのように対応するのか（バランスをとるの
か）について，コントロール・レバーのフレームワー
クは明確な指針を有していない。
こうした要因32）は，インターラクティブ・コント
ロールというコントロール概念自体を修正すべきかど
うか検討する必要があることを示唆しているように思
われる。
次に，本研究は，イノベーションや柔軟性を促進す
ると考えられるその他のコントロール概念とインター
ラクティブ・コントロール概念との関連性を検討でき
ていない。イノベーションや創造性とMCSとの関係
性は，昨今のMCS研究にとって非常に大きなテーマ
であり，多くの研究が行われている。インターラク
ティブ・コントロールやコントロール・レバー論は，
そうした研究における有望な理論的フレームワークの
一つを提供しているが，柔軟性やイノベーションと
MCSとの関係性の理解を深めるには，一つの理論的
レンズのみに依拠していては不十分である（Davila et
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al., 2009b ; Revellino and Mouritsen, 2009）。
インターラクティブ・コントロールは多くの先行研
究の理論的フレームワークを提供してきたが，その他
の概念に基づいた研究はイノベーションとMCSの役
割に関する理解をさらに深めるであろう。たとえば，
Adler and Borys（1996）によるビューロクラシーの
タイプに依拠したイネーブリング（enabling）・コン
トロールは，昨今の管理会計研究において注目される
ことの多い概念である（Ahrens and Chapman, 2004,
2006 ; Chapman and Kihn, 2009など）。こうした異な
るコントロール概念に依拠することで，得られる知見
はより豊かになるが，異なるコントロール概念間の関
係性33）を明確にすることも，より整合的な知見の蓄積
に繋がるので重要である。
［付記：本稿は，科学研究費補助金（若手研究（B）：
課題番号：21730379）の助成を得て行われた研究成果
の一部である。］
注
1） Simonsと同時期に，伝統的なコントロール概念を問題視
している研究としては，Lorange et al.（1986），Preble
（1992），Schreyögg and Steinmann（1987）などがある。
2） BSCとインターラクティブ・コントロールとの関連性を
検討した先行研究のレビューは西居（2011）を参照され
たい。
3） インターラクティブ・コントロール全般に関する先行研
究のレビューは，小林・窪田（2010）に詳しい。
4） コンティンジェンシー・アプローチを適用したMCS研究
の展開については，Otley（1980），Fisher（1995），Chen-
hall（2003）などに詳しい。
5） ただし，インターラクティブ・コントロールによって，
コンティンジェンシー理論と矛盾した分析結果の全てを
説明できているわけではない。
6） なお，Miles and Snow（1978）の戦略類型に関する発見自
体（異なる環境下であっても，適応パターンの内部の整
合性があれば，異なる適応パターンでも同等の有効性を
発揮すること）がコンティンジェンシー理論の問題点を
浮き彫りにするものであった。
7） Dent（1990）は，攻撃型の企業におけるコントロールの
役割（組織的に促される余分なイノベーション（行きす
ぎ）の制限，組織学習を促進させるために業績のモニタ
リング，広範囲な活動を捉える唯一の手段としての財務
的コントロール）や防衛型の企業における非財務指標の
利用の観点から，Simons（1987a）の発見事項に対する解
釈を示している。
8） 選択されなかったその他のMCSはプログラムド・コント
ロールとして利用される。
9） 選択されたMCSには，シグナリング，サーベイランス，
意思決定の承認という三つの機能があるとされる。
10）なお，この論文から，プログラムド・コントロールは診
断的コントロールに名称が変更されている。
11）戦略的転換とは，過去の戦略が失敗しているために，新
任のマネジャーが上司から業績改善の強力なプレッ
シャーを受けており，基本的な戦略の再方向づけが必要
な状況を意味している。一方，戦略的進化とは，基本的
に事業は成功しており，上司から明確な変化の要求もな
いが，収益ある成長を持続させるには戦略的なリニュー
アルが必要であると認識された状況を意味している。
12）戦略のコントロールとは，計画の確実な遂行のためにの
み行われるものではなく，創造的な革新と予測可能な目
標達成という二つの本質的な引っ張り合いの状況をうま
く操縦し，両者を収益性豊かな成長へと導くこととされ
る（Simons, 1995）。
13）先行研究ではインターラクティブ・コントロールが中心
的な検討概念であることから，本論文ではインターラク
ティブ・ネットワークについては検討しない。
14）四つのコントロール・レバー全てを適用した研究も行わ
れている（Marginson, 2002 ; Mundy, 2010 ; Tuomela, 2005 ;
Widener, 2007）。
15）Bisbe et al.（2007）は，MACS（Management Accounting
and Control Systems）に関する研究（特に理論に基づい
た定量的研究）における構成概念について，詳細な議論
をインターラクティブ・コントロールを具体例として展
開している。
16）ケイパビリティという概念は RBV（Resource-Based View）
の議論に依拠したものであり，戦略的選択（戦略的優先
事項や戦略的変化）に先行する競争優位の獲得に貢献す
る要因であるので，業績との正の関係が想定されている
（Grafton et al.，2010 ; Henri, 2006）。
17）Widener（2007）の分析でも，支持はされなかったが，業
績評価システムのインターラクティブ利用が組織学習を
促進すると仮説は設定されている。
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18）「学習能力は重要な改善である」，「改善への重要要素とし
ての学習が基本的価値に含まれている」，「学習をいったん
やめると未来はない」，「従業員の学習は費用ではなく投資
である」の四つの文章に関して，同意の程度を 7点リカー
トで測定している。
19）Gray（1990）は，Simons（1990）の説明ではトップの学
習メカニズムが不明確であると指摘している。
20）なお，この課題は組織がいかに学習すべきかといった問
題とも関連しているので，知的資本のマネジメントや知
識創造経営／ナレッジ・マネジメントとMCSとの関連性
を扱った経験的研究（たとえば，Vaivio, 2004など）も参
考になるであろう。
21）このリサーチサイトでは，社会的コントロール（出張先
での従業員との夕食（レストランやパブ），社長宅への海
外からの訪問（従業員や顧客），海外従業員との電話）
は，競合企業や新たな市場機会によって直面させられる
困難の解決にあたって，自由なアイデアの創出によって
技術的問題の解決を可能にするミーティングや議論の場
を提供していた。
22）フィードバックという用語は，事後的なコントロール手
段であるけれども，過去志向のみならず将来志向のもの
としても捉えることができるということから，バック
ワード（目標と実績の比較情報）とフィードフォワード
（観察される乖離よりも先に行動の必要性を予測するのに
利用される将来志向の情報）の両方の意味を包含するも
のとされる。
23）部下は上司との日々の議論を公式的なものとして解釈す
るのに対して，上司はそれを非公式なものとして見なす
こと，また，業績評価の際のインタビューも部下は公式
的なものとして見なす傾向があることがケース・スタ
ディより明らかにされている。
24）たとえば，事業部長を対象とした調査でも，分析モデル
として，事業部長を頂点とする階層構造を想定する場合
と事業部長の上司として全社トップマネジメントを想定
する場合とでは，事業部長の立場は大きく異なってく
る。
25）これは，構造づくり型のリーダーは計画プロセスを組織
化するのに計画とコントロールのシステムを利用するの
に対して，配慮型のリーダーは，そのプロセスのなか
で，部下からのフィードバックを獲得し，自らが考える
戦略的優先事項を伝達し，部下と相互作用するのに，計
画とコントロールのシステムを利用するためである。仮
説はともに正の関係にあると予測され，構造づくり型に
おいて負の関係が想定されなかったのは，強いリーダー
シップは常に目標達成の方向づけやモニタリングと関連
性があるという先行研究の知見に依拠しているためであ
る。
26）Bisbe and Otley（2004）では，これら三つのシステムそ
れぞれのインターラクティブ利用の分析結果も示されて
いるが，仮説検証の全体的判断と解釈は，三つのシステ
ムのうち最もインターラクティブに利用されたシステム
のスコア（変数）による分析に基づいている。これは，
研究関心が全体的なコントロールのなかでどの程度の双
方向性（interactivity）があるのかという点に置かれてい
るためである。ただし，厳密にいえば，こうした複数の
システムの双方向性を比較するという捉え方／測定方法
は，トップがただ一つのシステムのみを積極活用し，他
のシステムは例外管理として運用するという意図的な取
捨選択行動を適切に示しているとはいえないと思われ
る。
27）戦略的不確実性は自社が所属する具体的産業と各社がそ
れぞれ選択する事業戦略のそれぞれに対して独自である
（Simons, 1995）。そのため，複数産業を対象とすること
で，戦略的不確実性の内容はより多岐にわたり，それに
伴い，インターラクティブ・コントロールとして選択さ
れるシステムもより多様になる可能性がある。
28）競争上の要因のみならず，組織のライフサイクルもコン
トロール・システムの利用方法に影響を及ぼす（Davila,
2005 ; Davila and Foster, 2005 ; Davila et al., 2009a ; Gran-
lund and Taipaleenmäki, 2005 ; Moores and Yuen, 2001 ;
Sandelin, 2008 ; Sandino, 2007 ; Simons, 1995 ; Vaivio, 1999；
福島，2011a）。
29）IMMは，「イノベーションを生み出し／管理する，アーキ
タイプもしくは共通して発生する組織的／管理的プロセ
スのコンフィギュレーション」と定義される。
30）分析結果は，「イノベーション水準が低い（高い）サンプ
ルでは，適合度の高い企業の方がイノベーションの水準
が低い（高い）」というものである。ただし，この発見は
「適合が過剰なイノベーションという逆機能を緩和する能
力に関係している」という主張に基づいた仮説とは全く
逆の方向性を示したものであった。こうした結果に対し
て，システムの選択と IMMとの適合を，一方の弱みや要
求をもう一方の強みによって相殺するという意味での相
補的適合（complementary fit）ではなく，類似した特徴の
保持や置き換えが可能という意味での補完的適合（sup-
plementary fit）として想定していたためかもしれないと，
188
彼らは説明している。
31）なお，岸田（2010）では，予算のインターラクティブ利
用と参加型予算管理を区分して，垂直的情報共有に与え
る影響を分析している。
32）他の要因としては，戦略的変化をもたらすための政治的
な手段が考慮されていないこと（Gray, 1990）などがある
だろう。また，日本企業を対象とした経験的証拠では，
Simons（1995）やWidener（2007）のモデルとズレのあ
る結果が見出されている（岸田，2011）。
33）イネーブリング・コントロールとインターラクティブ・
コントロールとの違い／位置づけ／関係性などに関し
て，必ずしも先行研究は同一の立場にたっているわけで
はない。詳しくは，Adler and Chen（2011），Davila et al.
（2009b），Mundy（2010），Naranjo-Gil and Hartmann
（2006）などを参照されたい。
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